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しておりません。 

   ２． 売上高には消費税等は含まれておりません。 
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第31期 

第２四半期連結
累計期間 

第32期 
第２四半期連結

累計期間 

第31期 
第２四半期連結

会計期間 

第32期 
第２四半期連結 

会計期間 
第31期 

会計期間 

自平成21年 
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（百万円）  3,184  3,120  1,726  1,538  6,459

経常利益（百万円） 286  235 232  84  536

四半期(当期）純利益（百万円）  129  112  140  8  239

純資産額（百万円） － －  5,442  5,526  5,553

総資産額（百万円） － －  7,492  7,463  7,767

１株当たり純資産額（円） － －  471.73  478.91  481.38

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円） 
 11.26  9.82  12.22  0.74  20.84

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  － － 

自己資本比率（％） －  －  72.3  73.7  71.2

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
464  382 － －  845

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △37  △55 － －  △21

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △33  △114 － －  △124

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（百万円） 
－ － 883  1,402  1,189

従業員数（人） － －  436  413  419
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載し

ております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載してお

ります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人）    413（102） 

  平成22年９月30日現在

従業員数（人）    400（102） 
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(1）生産実績 

   当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

  ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

  当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

  
 前年同四半期比（％） 

  

建設業系ＣＡＤ事業（百万円）   1,150   －

  建築ＣＡＤソフトウェア（百万円）   627  －

  測量ＣＡＤソフトウェア（百万円）   319  －

  土木ＣＡＤソフトウェア（百万円）   202  －

ＩＴソリューション事業（百万円）   87  －

合計（百万円）   1,238  －

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％） 

建設業系ＣＡＤ事業（百万円）  51  －

合計（百万円）  51  －

セグメントの名称 受注高（百万円） 
前年同四半期比

（％） 
受注残高（百万円） 

前年同四半期比
（％） 

建設業系ＣＡＤ事業 306  －   306  －

合計    306     －   306  －
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(4）販売実績 

   当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書及び第

１四半期会計期間の四半期報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

  

      当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

  
前年同四半期比（％） 

  

建設業系ＣＡＤ事業（百万円）   1,450  －

  建築ＣＡＤソフトウェア（百万円）   738   －

  測量ＣＡＤソフトウェア（百万円）   330   －

  土木ＣＡＤソフトウェア（百万円）   222   －

  サポートサービス（百万円）  102   －

  ハードウェア他（百万円）  56   －

ＩＴソリューション事業（百万円）   87   －

合計（百万円）   1,538    －

相手先 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱リコー  306  17.8  240  15.6

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。 

(1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、外国為替市場で円高傾向にあるものの、国内景気につきまし

ては緩やかに回復してきました。 

  このような経済状況のもとで、当社グループ（当社及び連結子会社）における当第２四半期連結会計期間の業績

につきましては、売上高1,538百万円（前年同期比10.9％減）、営業利益71百万円（前年同期比67.5％減）、経常

利益84百万円（前年同期比63.7％減）、四半期純利益８百万円（前年同期比93.9％減）となりました。  

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

①建設業系ＣＡＤ事業 

 建築ＣＡＤソフトウェア 

 住宅版エコポイント制度に加え、長期優良住宅普及促進法に合わせたプロモーションを展開しました。外的要因

として新設住宅着工戸数は増加傾向にありますが、当第２四半期における売上の増加にはつながりませんでした。

   この結果、建築ＣＡＤソフトウェアの売上高は738百万円となりました。 

  測量ＣＡＤソフトウェア 

 新商品「BLUETREND XA」、「TREND REGIC」を７月に発売し、測量業者向けに他社システム使用ユーザーに対す

る買換えの促進、土地家屋調査士業向けに事務支援ソフト導入の販促策を実施しましたが、新規ユーザーの獲得が

進まず、売上が伸び悩みました。この結果、測量ＣＡＤソフトウエアの売上高は330百万円となりました。 

 土木ＣＡＤソフトウェア 

 情報化施工技術の一般化・実用化に向けた取組みが進む中、情報化施工促進に向けたホームページの立ち上げや

ツールの無償配布、セミナーなどを行ない市場への働きかけを進めましたが、市場に浸透するまでには至りません

でした。この結果、土木ＣＡＤソフトウエアの売上高は222百万円となりました。 

  これらの要因により売上高1,450百万円、営業利益は141百万円となりました。 

②ＩＴソリューション事業 

   ＩＴソリューション事業につきましては、７月11日実施の第22回参議院議員選挙において報道機関向け出口調

査システム「ワンクリックカウンタ」が幅広く利用されたものの、前期の衆議院議員総選挙の規模には至りません

でした。この結果、ＩＴソリューション事業の売上高は87百万円、営業利益は32百万円となりました。 

  

(2）財政状態の分析 

  当第２四半期連結会計期間末における総資産は、7,463百万円となり、前連結会計年度末より303百万円減少しま

  した。主な要因は、売上債権の減少などによるものであります。 

   

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、第１四半期連結会計期間末より

64百万円減少し1,402百万円となりました。 

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動により得られた資金は、195百万円（前年同期は264百万円の獲得）となっております。主な要因としま

しては、税金等調整前四半期純利益51百万円、売上債権112百万円の減少、賞与引当金の増加額64百万円及び減価

償却費48百万円の計上等による増加によるものであります。      

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動により使用した資金は、241百万円（前年同期は200百万円の使用）となっております。主な要因としま

しては、定期預金の預入による支出228百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動により使用した資金は、18百万円（前年同期は32百万円の使用）となっており、配当金の支払いによる

ものであります。      

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(5）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、182百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

(6）経営成績に重要な影響を与える要因についての分析 

   当社グループは、建築・測量・土木の各種ＣＡＤソフトウェアの開発及び販売を主たる業務とし、またこれらの

ソフトウェアに関連する情報機器の販売も行っております。当社グループが販売するソフトウェアの用途は、建

築・測量・土木の専門分野に特化しており、建築・測量・土木ＣＡＤソフトウェアの販売実績の合計は、当第２四

半期連結会計期間における総販売実績の83.9％を占めております。このことにより、当社グループの経営成績は建

設業界の動向に影響を受ける可能性があります。 

 当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、従来のユーザーの顧客満足度向上に邁進し、そのニ

ーズを新商品にフィードバックさせることで、さらにユーザーニーズに合致した高付加価値商品を生み出すことが

可能になるものと考えております。今後は、これまでのユーザーを大切にしつつ、新規顧客の囲い込みに取り組ん

で参ります。そのためには、経営理念やステークホルダー共存共栄の精神を順守しつつ、アライアンス戦略にも積

極的に取り組む所存です。 

  

(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループにおける資金使途としましては、主たる事業がソフトウェア関連であることから、ロイヤリティの

支払い、開発部門の人件費が中心となる研究開発費、販売費及び一般管理費、配当金や税金の支払いなどとなって

おります。また、将来的な資金需要としましては、現在の主たる事業の拡大や新規事業への参入などが具体化した

場合に新たな資金需要の発生が予測され、これらの資金需要が生じた場合、内部資金で手当てし、必要な場合に

は、銀行の借入により資金調達を行うこととしております。 

自己株式取得につきましては、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を可能にするため、必要と判断した

場合、市場環境、当社の財政状態を鑑みながら行っていきます。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  該当事項はありません。 

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  30,000,000

計  30,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年11月15日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  13,295,000  13,295,000
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数

100株  

計  13,295,000  13,295,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成22年７月１日～
平成22年９月30日 

 －  13,295  －  1,631  －  1,500
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（注） 上記のほか、自己株式が1,806千株あります。 

  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

小林 眞 福井県福井市  2,616 19.68 

株式会社ダイテックホールディング 愛知県名古屋市中区錦3-22-20  2,510 18.88 

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町1  379 2.85 

小林 真一郎 福井県福井市  271 2.04 

福井コンピュータ従業員持株会 福井県福井市高木中央1-2501  246     1.86 

山崎 喜由樹 福井県福井市  235 1.77 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2-27-2    224 1.68 

株式会社イチネンホールディングス 大阪市淀川区西中島4-10-6  209 1.57 

小林 清子 福井県福井市  195 1.47 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町1-5-1  136 1.03 

計 －  7,023 52.83 

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   －  － － 

議決権制限株式（自己株式等）   －  － － 

議決権制限株式（その他）   －  － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     1,806,800  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    11,484,400  114,844 － 

単元未満株式 普通株式         3,800  － 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 13,295,000  － － 

総株主の議決権   －  114,844 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

福井コンピュータ

株式会社 

福井県福井市高木中央 

1丁目2501番地 
 1,806,800  －  1,806,800  13.59

計 －  1,806,800  －  1,806,800  13.59
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

２【株価の推移】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円）  367  363  311  320  429  418

最低（円）  308  300  287  284  293  393

３【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

代表取締役社長 ＣＡＤ事業本部長 代表取締役社長 －  小林 德也  平成22年７月12日 

常務取締役 
ＣＡＤ事業本部建
築担当部長 

常務取締役 
ＣＡＤ事業本部長
兼建築担当部長 

 金牧 哲夫  平成22年７月12日 

常務取締役 
建築商品開発部長 
兼ビジネスソリュ
ーション部長  

常務取締役 建築商品開発部長  宮越 進一 平成22年11月１日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,990 1,747

受取手形及び売掛金 943 1,235

有価証券 10 29

商品及び製品 25 28

仕掛品 15 4

原材料及び貯蔵品 30 45

その他 150 209

貸倒引当金 △4 △6

流動資産合計 3,161 3,294

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,860 1,910

土地 1,147 1,147

その他（純額） 63 66

有形固定資産合計 ※1  3,070 ※1  3,124

無形固定資産   

のれん 25 28

その他 81 88

無形固定資産合計 106 117

投資その他の資産   

投資有価証券 686 757

その他 445 481

貸倒引当金 △6 △7

投資その他の資産合計 1,124 1,231

固定資産合計 4,302 4,473

資産合計 7,463 7,767
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 30 53

未払法人税等 40 135

前受金 1,241 1,103

賞与引当金 133 141

その他 424 611

流動負債合計 1,870 2,045

固定負債   

長期未払金 43 144

その他 23 24

固定負債合計 66 169

負債合計 1,937 2,214

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,631 1,631

資本剰余金 2,861 2,861

利益剰余金 1,844 1,846

自己株式 △771 △771

株主資本合計 5,566 5,569

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △65 △38

評価・換算差額等合計 △65 △38

少数株主持分 24 23

純資産合計 5,526 5,553

負債純資産合計 7,463 7,767
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（２）【四半期連結損益計算書】 
 【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 3,184 3,120

売上原価 618 546

売上総利益 2,565 2,573

販売費及び一般管理費 ※1  2,307 ※1  2,359

営業利益 258 213

営業外収益   

受取配当金 5 5

受取保険金 5 4

受取手数料 － 5

その他 17 9

営業外収益合計 29 24

営業外費用   

支払利息 0 －

為替差損 0 2

その他 0 －

営業外費用合計 1 2

経常利益 286 235

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 2

特別利益合計 － 2

特別損失   

固定資産除却損 0 11

有価証券評価損 － 20

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 24

事業撤退損 54 －

その他 － 3

特別損失合計 55 59

税金等調整前四半期純利益 230 178

法人税、住民税及び事業税 51 27

法人税等調整額 48 37

法人税等合計 100 64

少数株主損益調整前四半期純利益 － 114

少数株主利益 1 1

四半期純利益 129 112
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 1,726 1,538

売上原価 304 323

売上総利益 1,422 1,215

販売費及び一般管理費 ※1  1,204 ※1  1,144

営業利益 218 71

営業外収益   

受取配当金 3 2

受取保険金 0 3

受取手数料 3 2

受取賃貸料 4 0

投資事業組合運用益 － 4

その他 4 0

営業外収益合計 15 13

営業外費用   

支払利息 0 －

為替差損 0 0

その他 0 －

営業外費用合計 1 0

経常利益 232 84

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失   

固定資産除却損 0 11

有価証券評価損 － 20

事業撤退損 4 －

その他 － 2

特別損失合計 4 33

税金等調整前四半期純利益 228 51

法人税、住民税及び事業税 40 14

法人税等調整額 46 28

法人税等合計 86 42

少数株主損益調整前四半期純利益 － 8

少数株主利益 1 0

四半期純利益 140 8
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 230 178

減価償却費 134 97

賞与引当金の増減額（△は減少） 56 △8

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △20

有価証券評価損益（△は益） － 20

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 24

売上債権の増減額（△は増加） △56 291

たな卸資産の増減額（△は増加） 25 7

前受金の増減額（△は減少） 44 137

その他 39 △239

小計 474 490

利息及び配当金の受取額 12 8

利息の支払額 △0 －

法人税等の支払額 △20 △116

営業活動によるキャッシュ・フロー 464 382

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △400 △451

定期預金の払戻による収入 380 420

有形固定資産の取得による支出 △4 △29

無形固定資産の取得による支出 △11 △44

投資有価証券の売却による収入 35 8

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△83 －

その他 47 41

投資活動によるキャッシュ・フロー △37 △55

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △30 －

長期借入金の返済による支出 △2 －

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △0 △114

財務活動によるキャッシュ・フロー △33 △114

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 393 212

現金及び現金同等物の期首残高 490 1,189

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  883 ※1  1,402
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

 １．会計処理基準に関

する事項の変更 

（1）資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会 

計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用 

指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま 

す。 

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益が０百万円、

税金等調整前四半期純利益が25百万円減少しております。 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

１. 前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取手数料」 

  は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。な 

   お、前第２四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取手数料」は４百万円であります。 

  

２.「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、 

   様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に  

   より、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

１.  前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「投資事業組合運

用益」は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしま

した。なお、前第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「投資事業組合運用益」は１百万

円であります。 

  

２. 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に

より、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

2,897 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

2,904

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当 709百万円

賞与引当金繰入額  97  

研究開発費  364  

給与手当 699百万円

賞与引当金繰入額  95  

研究開発費  397  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当 359百万円

賞与引当金繰入額  62  

研究開発費  204  

給与手当 344百万円

賞与引当金繰入額  46  

研究開発費  182  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在） 

  

  （百万円）

現金及び預金勘定 1,438

有価証券勘定 10

預入期間が３か月を超える定期預金等 △565

現金及び現金同等物 883

  （百万円）

現金及び預金勘定 1,990

有価証券勘定 10

預入期間が３か月を超える定期預金等 △598

現金及び現金同等物 1,402
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至 

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

     配当金支払額  

      

（株主資本等関係）

普通株式 13,295千株 

普通株式  1,806千株 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 114 10.00   平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金 
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 前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  

 前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

  

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

      本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報 

の記載を省略しております。 

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
建設業系 
ＣＡＤ事業 
（百万円） 

メディカル 
フィットネ
ス事業 
（百万円） 

ＩＴ 
ソリューシ
ョン事業 
（百万円）

その他の 
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 1,564  －  157 4  1,726  －  1,726

(2）セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －  －

  計  1,564  － 157 4  1,726  －  1,726

  営業利益又は営業 

  損失（△） 
 298  － 65  △9 353  △135  218

  
建設業系 
ＣＡＤ事業 
（百万円） 

メディカル 
フィットネ
ス事業 
（百万円） 

ＩＴ 
ソリューシ
ョン事業 
（百万円）

その他の 
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 2,995  －  176 12  3,184  －  3,184

(2）セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －  －

  計  2,995  － 176 12  3,184  －  3,184

  営業利益又は営業 

  損失（△） 
 515  △44 57  △16  511  △252  258

事業区分 主要製品 

建設業系ＣＡＤ事業 建築ＣＡＤソフトウェア、測量ＣＡＤソフトウェア、土木ＣＡＤソフトウェア等 

メディカルフィットネス事業 フィットネス機器、その他ジム用機器等 

ＩＴソリューション事業 選挙出口調査システム、てなわん宿泊予約、ＣＡＤ以外のシステム開発等 

その他の事業  ＣＡＤスクール等 

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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  １．報告セグメントの概要 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自平成

22年７月１日 至平成22年９月30日） 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

   当社は、ＣＡＤソフトウェアの開発及び販売を行う建設業系ＣＡＤ事業を中心に、ＣＡＤ事業以外のソリューシ 

  ョンサービスを行うＩＴソリューション事業も展開しております。 

   したがって、当社は、「建設業系ＣＡＤ事業」及び「ＩＴソリューション事業」の２つを報告セグメントとしてお

  ります。 

   「建設業系ＣＡＤ事業」は、建築ＣＡＤソフトウェア、測量ＣＡＤソフトウェア、土木ＣＡＤソフトウェア等の開

  発・販売及びこれらの保守業務を行っております。「ＩＴソリューション事業」は、ＣＡＤ事業以外のシステム開 

  発、ＷＥＢアプリケーション、ホスティングサービスなどの各種ソリューションサービスを行っております。 

  

 ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

   （注）１. セグメント利益の調整額△234百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

             全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

          ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

   当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

  （注）１. セグメント利益の調整額△102百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

            全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

         ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 （追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21  

年３月27日公表分）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

建設業系 
ＣＡＤ事業 

ＩＴソリュ
ーション 
事業 

計 

売上高           

外部顧客への売上高 3,007 113 3,120 － 3,120 

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ － － － － 

計 3,007     113 3,120 － 3,120 

セグメント利益 422 25 447  △234  213

      （単位：百万円）

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

建設業系 
ＣＡＤ事業 

ＩＴソリュ
ーション 
事業 

計 

売上高           

外部顧客への売上高 1,450 87 1,538 － 1,538 

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ － － － － 

計 1,450     87 1,538 － 1,538 

セグメント利益 141 32 173  △102 71 
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 478.91円 １株当たり純資産額 481.38円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 11.26円 １株当たり四半期純利益金額 9.82円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

四半期純利益（百万円）  129  112

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  129  112

期中平均株式数（千株）  11,488  11,488

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 12.22円 １株当たり四半期純利益金額 0.74円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日) 

四半期純利益（百万円）  140  8

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  140  8

期中平均株式数（千株）  11,488  11,488

（重要な後発事象）

２【その他】
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   該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年10月30日

福井コンピュータ株式会社   

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 上 楽 光 之  印   

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 市 川 育 義  印   

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている福井コンピュー

タ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日

から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、福井コンピュータ株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年10月29日

福井コンピュータ株式会社   

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 市 川 育 義  印   

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 加 藤 博 久  印   

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている福井コンピュー

タ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日

から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、福井コンピュータ株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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